
総務部 文書法制課
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市長が引き続き保存

本市では・・・
平成２９年度から市役所分館１階に
「歴史資料閲覧室」を設置
⇒条例第４章各条の規定に基づき、特定歴史公文書等
の保存、利用等を実施（＝公文書館的機能）

寄贈・寄託

特定歴史公文書等
(条例第２条第７号)市長への移管
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歴史資料閲覧室の紹介

歴史資料室外観 閲覧スペース
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歴史資料閲覧室の紹介

撮影室 書庫
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特例歴史公文書等の
デジタルデータ化①

明治～昭和30年代半ばの特定歴史公文書等を優先し、
デジタルデータ化を実施（平成２０年度～）

特定歴史公文書等に
綴られている文書を
１枚ずつスキャニングして
デジタルデータ化
【令和４年度実績】
①簿冊数 ７６冊
②データ数 ３２，２７７個
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特例歴史公文書等の
デジタルデータ化②

スキャニングしたデータ画像(ＪＰＥＧ)
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スキャニングを終えたものは、紙の劣化を防ぎ、原本の
寿命を延ばすため、表紙の付け替えを実施

特例歴史公文書等の
デジタルデータ化③

①表紙には中性紙を使用
②①の紙で特定歴史公文書等を
くるむように閉じ直す。

⇒①の紙は弱アルカリ性であり、
酸化を原因とする紙の劣化を
防ぐことができる。
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特定歴史公文書の利用

①条例第１５条 特定歴史公文書等の利用請求および
その取扱いを規定

→第１項および第３項で個人に関する情報などの利用
制限情報が含まれているもの以外について、
全ての人に利用を請求する権利を認めている。

②条例第１６条 特定歴史公文書等における本人情報
等の取扱いを規定

→個人に関する情報についてその本人又は死者の血族
に利用を請求する権利する権利を認めている。
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【利用請求者】
① 「特定歴史公文書等の目録」から利用したい文書を探す。
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【利用請求者】
②文書が見つかったら「特定歴史公文書等利用請求書」を提出

【文書法制課】
③利用の請求があったら、請求のあった日から１５日以内に利用
の決定を行い（全部利用、部分利用、利用制限）、文書で通知

直接提出、郵送、FAX、Ｅメールどれでも可

【利用請求者】
④全部利用、部分利用の場合、閲覧又は写しの交付による
方法で利用（同時に行うことも可能）
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【令和４年度の実績】

①簡易な利用 ８５件
⇒利用請求の手続によらずに閲覧できる。
⇒現在は旧公図のみ可能。増やすことが今後の課題

②利用の請求 ７件（延べ件数８件）
・閲覧 ６件
・写しの交付 ２件
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利用の促進
(条例第２２条)

条例第２２条の規定に基づき、特定歴史公文書等を
より多くの方に利用していただくため、さまざまな取組を
実施している。

【利用の促進に関する主な事業】

①「所蔵資料の中から」

②「件名目録」の作成・公表
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【所蔵資料の中から】
特定歴史公文書等の中から
本市の歴史にとって重要な出来事、
興味深いイベントなどに
分かりやすい解説を付けて
本市ＨＰで紹介

【令和４年度実績】
①「空に映えた飛行船形大風船」
（R４．５．３１）

②「村会議員の正装は羽織袴」
(R４．８．１７)

③「蛇腹折りのあいさつ原稿」
(R４．１１．２１)

④「秋田商業高校の前身」(R５．３．１３)
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【「件名目録」の作成・公表】
・平成２２年度から作成開始

・特定歴史公文書等の内容を
１件ずつ記載。本市ＨＰで公表
(公表開始は平成２４年度～)

【令和４年度の実績】
市会議案綴（S２～S１８）、庶務事
務簿（S２～S２０）、市議会議決書
（S２２～S３６）などの目録を公開

総計 冊数 １６１冊
件名数 １４，２０５件


